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精神疾患の医療体制の構築に係る 指針 

 

精神疾患は症状が多様である と と も に、 自覚し にく い場合があり 、 症状が比較的軽いう

ちには精神科医療機関を受診せず、 症状が重く なり 入院治療が必要な状態や状況になって

初めて精神科医療機関を受診する と いう 場合がある 。 ま た、 重症化し てから 入院する と 、

治療が困難になる など 、 長期の入院が必要と なってし ま う 場合も ある 。 発症し てから でき

る だけ早期に必要な精神科医療が提供さ れれば、 回復し 、 再び地域生活や社会生活を営む

こ と ができ る よ う になる 。  

精神疾患は全ての人にと って身近な病気であり 、 精神障害の有無やその程度にかかわら

ず、 誰も が安心し て自分ら し く 暮ら すこ と ができ る よ う な地域づく り を進める 必要がある 。

ま た、 長期間入院し ている 精神障害者の地域移行を進める に当たっては、 精神科病院や地

域援助事業者によ る 努力のみでは限界があり 、 自治体を中心と し た地域精神保健医療福祉

の一体的な取組の推進に加えて、 地域住民の協力を得ながら 、 差別や偏見のない、 あら ゆ

る 人が共生でき る 包摂的（ イ ンク ルーシブ） な社会（ 地域共生社会） を構築し ていく 必要

がある 。 こ のため、 精神障害者が、 地域の一員と し て安心し て自分ら し い暮ら し をする こ

と ができ る よ う 、 精神障害にも 対応し た地域包括ケアシス テムの構築を進める 必要がある 。

具体的には、  

① 障害保健福祉圏域ごと の保健・ 医療・ 福祉関係者によ る 協議の場を通じ て、 精神科医

療機関、 その他の医療機関、 地域援助事業者、 市町村などと の重層的な連携によ る 支援

体制を構築する 必要がある 。  

② 長期間入院し ている 精神障害者のう ち一定数は、 地域の精神保健医療福祉体制の基盤

を整備する こ と によ っ て、 地域生活への移行が可能である こ と から 、 精神病床における

入院需要（ 患者数） を 明確にし た上で、 医療計画、 障害福祉計画、 介護保険事業（ 支援）

計画に基づき 地域移行に伴う 基盤整備を推し 進める 必要がある 。 ま た、 第７ 期障害福祉

計画（ 令和６ ～令和８ 年度） においても 第６ 期障害福祉計画と 同様に、 包括的かつ継続

的な地域生活支援連携体制整備を今後も 計画的に推進する 観点から 、 地域移行に伴う 基

盤整備量（ 利用者数） や、 精神病床から 退院後１ 年以内の地域における 平均生活日数

（ 地域平均生活日数） 等が成果目標と し て検討さ れている 。  

さ ら に、 精神保健及び精神障害者福祉に関する 法律（ 昭和 25 年法律第 123 号） に基づ

く 良質かつ適切な精神障害者に対する 医療の提供を確保する ための指針（ 平成 26 年厚生

労働省告示第 65 号） を踏ま えて、 統合失調症、 う つ病・ 躁う つ病、 認知症、 児童・ 思春

期精神疾患、 依存症などの多様な精神疾患等ごと に医療機関の役割分担を整理し 、 相互の

連携を推進する と と も に、 患者本位の医療を実現し ていける よ う 、 医療計画に基づき 、 作

業部会等を通じ て、 各医療機関の医療機能を明確化する 必要がある 。  

本指針では、「 第１  精神疾患の現状」 で多様な精神疾患等ごと の現状・ 課題を 概観し 、

それら を踏ま えつつ、「 第２  医療体制の構築に必要な事項」 でどのよ う な医療体制を構

築すべき かを示し ている 。  

都道府県は、 こ れら を踏ま えつつ、「 第３  構築の具体的な手順」 に即し て、 地域の現

状を把握・ 分析し た上で、 地域の実情に応じ て圏域（ 精神医療圏） を設定し 、 その圏域ご

と に不足し ている 医療機能又は調整・ 整理が必要な医療機能を明確にし て、 医療機関相互

の連携の検討を行い、 最終的には都道府県全体で評価を行える よ う にする こ と 。  
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第１  精神疾患の現状 

１  現状・ 課題 

精神疾患は、 近年その患者数が増加し ており 、 令和２ 年には推定患者数約 615 万人

と なっている 1。 そのう ち、 入院患者数は約 29 万人、 外来患者数は約 586 万人であり 、

１ 年以上の長期入院患者数は約 17 万人である １ 。 我が国での調査結果では、 国民の４

人に１ 人（ 25％） が生涯でう つ病等の気分障害、 不安障害及び物質関連障害のいずれ

かを経験し ている こ と が明ら かと なっている 2。  

一般の方々を対象と し た令和３ 年の調査では、 ３ 割から ５ 割程度の方が様々な不安

を感じ ており 3、 精神保健医療福祉上のニーズや精神疾患は住民に広く 関わっ ている 。

令和３ 年３ 月にと り ま と めら れた「 精神障害にも 対応し た地域包括ケアシス テムの構

築に係る 検討会」 報告書においては、 精神保健医療福祉上のニーズを有する 方が必要

な保健医療サービス 及び福祉サービス の提供を受け、 地域の一員と し て安心し て生活

する こ と ができ る よ う 、 精神疾患や精神障害に関する 普及啓発を推進する こ と が重要

である と さ れている 。 国においては、 こ う し た観点を踏ま えつつ、 令和３ 年度よ り 、

心のサポータ ー（ 精神疾患への正し い知識と 理解を持ち、 メ ンタ ルヘルス の問題を抱

える 家族や同僚等に対する 傾聴を中心と し た支援者） の養成に向けた研修を開始する

など 、 精神疾患に係る 普及啓発を進めている 。  

ま た、 令和４ 年６ 月にと り ま と めら れた「 障害者総合支援法改正施行後３ 年の見直

し について」（ 社会保障審議会障害者部会報告書） においては、 地域共生社会を実現

する ために、 身近な市町村で精神保健に関する 相談支援が受けら れる 体制を整備する

こ と が求めら れている ほか、 人権擁護の観点から 、 入院医療を 必要最小限にする ため

の取組や、 不適切な隔離・ 身体的拘束をゼロ と する 取組についても 求めら れている 。  

 

( 1)  統合失調症 

（ 患者動態）  

令和２ 年に医療機関を継続的に受療し ている 統合失調症の総患者数は約 88 万

人（ う ち入院患者数は約 14 万人であり 、 その中で１ 年以上長期入院患者数は約

11 万人） である １ 。 長期入院患者（ 認知症を除く 。 ） を対象と し た全国調査では、

１ 年以上の長期入院精神障害者（ 認知症を除く 。 ） の多く は、 地域の精神保健医

療福祉体制の基盤を整備する こ と によ って、 入院から 地域生活への移行が可能で

ある と 示唆さ れている 。 ま た、 治療法の普及や、 精神科リ ハビリ テーショ ンをは

じ めと する 予防的アプロ ーチの充実などによ って、 入院から 地域生活へのさ ら な

る 移行が期待さ れている 4。  

（ 政策動向）  

厚生労働省は、 難治性の重症な精神症状を 有する 患者が、 どこ に入院し ていて

も 、 治療抵抗性統合失調症治療薬や閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法

（ mECT） 等の専門的治療を受ける こ と のでき る 地域連携体制を構築する ために、

平成 26 年度から 平成 29 年度にかけて、 難治性精神疾患地域連携体制整備事業

 
1 厚生労働省「 患者調査」（ 令和２ 年）  
2 厚生労働科学研究「 こ こ ろの健康についての疫学調査に関する 研究」（ 研究代表者 川上憲人）（ 平成 18

年度）  
3 厚生労働省障害者総合福祉推進事業「 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症流行下における メ ン タ ルヘルス に関す

る 相談対応」（ 株式会社イ ンテージリ サーチ）（ 令和３ 年度）  
4 厚生労働科学研究「 精神障害者の重症度判定及び重症患者の治療体制等に関する 研究」（ 研究代表者 安

西信雄）（ 平成 25～27 年度）  
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（ モデル事業） を実施し た。 大阪府、 兵庫県、 岡山県、 沖縄県等が参加し 、 治療

抵抗性統合失調症治療薬導入数の増加など一定の実績をあげながら 、 それぞれの

地域の実情を踏ま えた地域連携体制を構築し ている 。 ま た、 令和３ 年度から は、

治療抵抗性統合失調症治療薬の投与基準を緩和する 等、 病状を軽快さ せる 治療法

の普及を推進し ている 。  

さ ら に、 主治医と 相談し ながら 、 症状に合わせ、 必要な治療を地域で継続でき

る 体制を整備し ていく ため、 令和４ 年度診療報酬改定において、 精神科外来への

通院及び重点的な支援を要する 患者に対し て、 多職種によ る 包括的支援マネジメ

ント に基づいた相談・ 支援等を実施し た場合についての評価と し て、 療養生活継

続支援加算を新設し た。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 統合失調症に対応でき る 医療機関を明確にする 必

要がある 。 ま た、 統合失調症に対応でき る 専門職を 養成する と と も に多職種連

携・ 多施設連携を推進する ために、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能

の強化を 図る 必要がある 。 加えて、 治療抵抗性統合失調症治療薬や mECT 等の専

門的治療方法が必要な時に必要な場所で受けら れる よ う に、 それぞれの地域の実

情を踏ま えた地域連携体制を構築する 必要がある 。  

ま た、 都道府県で統合失調症について検討する に当たっては、 別表５ に示す指

標例に関連し て、 「 治療抵抗性統合失調症治療薬を精神病床の入院で使用し た病

院数」 、 「 治療抵抗性統合失調症治療薬を外来で使用し た医療機関数」 、 「 統合

失調症を入院診療し ている 精神病床を持つ病院数」 、 「 統合失調症を外来診療し

ている 医療機関数」 、 「 閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実施し た医

療機関数」 、 「 治療抵抗性統合失調症治療薬を使用し た入院患者数( 精神病床) 」 、

「 治療抵抗性統合失調症治療薬を使用し た外来患者数」 、 「 統合失調症患者にお

ける 治療抵抗性統合失調症治療薬の使用率」 、 「 統合失調症の精神病床での入院

患者数」 、 「 統合失調症外来患者数」 及び「 閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙

攣療法を実施し た患者数」 について現状を把握し た上で課題を検討し 、 目標を設

定する こ と が望ま し い。  

 

( 2)  う つ病・ 躁う つ病 

（ 患者動態）  

令和２ 年に医療機関を継続的に受療し ている う つ病・ 躁う つ病の総患者数は約

172 万人（ う ち入院患者数は約３ 万人） である 1。  

（ 政策動向）  

厚生労働省は、 平成 23 年度よ り 「 認知行動療法研修事業」 と し て、 認知行動

療法の普及を 目的に、 医師等を対象と し た研修を 実施し ている 。 ま た、 平成 20

年度よ り 「 かかり つけ医等心の健康対応力向上研修事業」 と し て、 う つ病患者の

早期発見・ 早期治療を目的に、 一般内科医等かかり つけ医を 対象に研修を実施し

ている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 う つ病・ 躁う つ病の患者に認知行動療法や mECT

が実施でき る 医療機関を明確にする 必要がある 。 ま た、 う つ病・ 躁う つ病に対応

でき る 専門職の養成や多職種連携・ 多施設連携の推進のため、 地域連携拠点機能

及び都道府県連携拠点機能の強化を図る 必要がある 。 こ の際、 「 認知行動療法研

修事業」 や「 かかり つけ医等心の健康対応力向上研修事業」 を活用する こ と 。  
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なお、 都道府県でう つ病・ 躁う つ病について検討する に当たっては、 別表５ に

示す指標例に関連し て、 「 閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実施し た

医療機関数」 、 「 認知療法・ 認知行動療法を算定し た医療機関数」 、 「 う つ・ 躁

う つ病を入院診療し ている 精神病床を 持つ病院数」 、 「 う つ・ 躁う つ病を外来診

療し ている 医療機関数」 、 「 閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を 実施し

た患者数」 、 「 認知療法・ 認知行動療法を算定し た患者数」 、 「 う つ・ 躁う つ病

の精神病床での入院患者数」 及び「 う つ・ 躁う つ病外来患者数」 について現状を

把握し た上で課題を検討し 、 目標を設定する こ と が望ま し い。  

 

( 3)  認知症 

（ 患者動態）  

我が国における 認知症高齢者の数は、 調査研究によ る 推計では、 平成24（ 2012）

年で 462 万人と 65 歳以上高齢者の約７ 人に１ 人と 推計さ れている 。 認知機能低

下のある 人（ 軽度認知障害（ MCI ）） と 推計さ れる 約 400 万人と 合わせる と 、 65 歳

以上高齢者の約４ 人に１ 人が認知症の人又はその予備軍と も 言われている 。 ま た、

高齢化の進展に伴い令和７ （ 2025） 年には、 675 万人～730 万人、 すなわち約 700

万人と 約５ 人に１ 人に上昇する と 見込ま れている 5。 なお、 令和２ 年に医療機関

を継続的に受療し ている 認知症の総患者数は 100. 5 万人であり 、 う ち入院患者数

は 7. 6 万人である 1。  

（ 政策動向）  

認知症施策を 政府全体で強力に推進する ため、 令和元年６ 月 18 日、 認知症施

策推進関係閣僚会議において、「 認知症施策推進大綱（ 以下「 大綱」 と いう 。）」

がと り ま と めら れた。  

大綱では、 認知症の人や家族等の視点を重視し ながら 、「 共生」 と 「 予防」 を

車の両輪と し て施策を推進し ていく と いう 基本的な考え方の下、 ５ つの柱に沿っ

て KPI を設定し 、 施策を推進し ている 。 大綱においても 、 早期診断・ 早期対応を

軸に、 医療・ 介護等の有機的連携によ り 、 認知症の容態の変化に応じ た適時・ 適

切な医療・ 介護等が提供さ れる 循環型の仕組みを実現し ていく こ と と し ている 。  

大綱は、 令和７ 年ま でを対象期間と し ており 、 令和４ 年は策定後３ 年の中間年

である こ と から 、 各種施策の進捗状況について確認し 、 一部の KPI を新たに設定

する など必要な対応を行った。  

認知機能低下のある 人や、 認知症の人の早期発見・ 早期対応のためには、 地域

の関係機関の日頃から の有機的な連携が必要である 。 そのため、 地域の高齢者等

の保健医療・ 介護等に関する 相談窓口である 地域包括支援センタ ー、 地域支援体

制づく り や認知症の人や家族等の相談対応等も 行う 認知症地域支援推進員及び認

知症の人の日常診療・ 相談を 担う かかり つけ医等の地域機関は、 関係機関間のネ

ッ ト ワ ーク の中で、 認知症疾患医療センタ ー等の専門機関と 連携し 、 認知症の疑

いがある 人に早期に気づいて本人が安心し て暮ら し ていける よ う に適切に対応す

る と と も に、 認知症と 診断さ れた後の本人・ 家族等を支援に繋げる よ う に努める

こ と 。 ま た、 本人自身が早く 気づき 、 早期対応でき る よ う に情報提供や支援を行

う 視点も 重要である 。 さ ら に日常的に連携機能を有する 歯科医療機関や薬局等も 、

 
5 厚生労働科学研究「 日本における 認知症の高齢者人口の将来推計に関する 研究」（ 研究代表者 二宮利治）

（ 平成 26 年度）   
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認知症の人の状況に応じ た口腔機能の管理や服薬指導、 高齢者のポリ ファ ーマシ

ー対策を始めと し た薬物療法の適正化のための取組を推進する こ と 。  

     医療従事者の認知症対応力の向上のために、 平成 18 年度よ り 、 認知症の早期     

発見・ 早期対応、 医療の提供などのための地域のネッ ト ワ ーク の中で重要な役割

を担う かかり つけ医の認知症対応力向上研修を実施し 、 令和３ 年度末時点で受講

者数は 72, 299 人が受講し た。 さ ら に専門医療機関や地域包括支援センタ ー等と

の連携の推進役と なる 医師と し て養成さ れる 認知症サポート 医は、 令和 3 年度末

時点で 12, 370 人が養成さ れている 。 認知症対応力向上研修については、 徐々に

受講対象職種を拡大し 、 令和３ 年度末時点で歯科医師 21, 824 人、 薬剤師 42, 564

人、 看護師等 25, 892 人が受講し 、 看護師については病院勤務以外を対象に拡大

し たと こ ろであり 、 今後、 病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修など

における その他の医療職も 含め、 さ ら に、 認知症の人に関わる 医療従事者の研修

を進めていく こ と 。  

（ 地域における 医療介護体制の構築）  

平成 20 年度よ り 、 認知症の発症初期から 、 状況に応じ て医療と 介護が一体と

なった認知症の人への支援体制の構築を図る こ と を目的に、 認知症疾患医療セン

タ ー運営事業を開始し 、 令和４ 年 10 月末時点において全国で 499 か所の認知症

疾患医療センタ ー（ 基幹型 21 か所、 地域型 382 か所、 連携型 96 か所） が都道府

県及び指定都市によ り 設置さ れている 。  

ま た、 速やかに適切な医療・ 介護等が受けら れる 初期の対応体制が構築さ れる

よ う 、 認知症が疑われる 人や認知症の人及びその家族等を、 複数の専門職が訪問

し 、 アセス メ ント 、 家族支援などの初期の支援を包括的、 集中的に行い、 自立支

援のサポート を行う 認知症初期集中支援チームを平成 30 年 4 月ま でに全市町村

に設置し た。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

認知症医療・ 介護に携わる 者は、 認知症の人を個性、 想い、 人生の歴史などを

持つ主体と し て尊重し 、 でき る 限り 各々の意思や価値観に共感し 、 でき ないこ と

ではなく 、 でき る こ と やでき る 可能性のある こ と に目を向けて、 本人が有する 力

を最大限に活かし ながら 、 地域社会の中で本人のなじ みの暮ら し 方やなじ みの関

係が継続でき る よ う 、 伴走者と し て支援し ていく こ と が重要である 。  

第８ 次医療計画においては、 認知症は誰も がなり う る も のである と いう 前提の

下、 本人主体の医療・ 介護の原則が、 その提供に携わる 全ての者にと って、 認知

症の人が置かれた環境の下で、 認知症の類型や進行段階を十分理解し 、 容態の変

化に応じ た全ての期間を通じ て共有すべき 基本理念である こ と を改めて徹底し 、

医療・ 介護等の質の向上を図っていく 必要がある 。  

そのためには、 認知症施策推進大綱や介護保険事業（ 支援） 計画と の整合性を

図り つつ、 地域の実情に応じ た医療提供体制の整備、 具体的には、 早期の診断・

治療や行動・ 心理症状（ BPSD） への対応等を含む更なる 認知症対応力の向上、 多

職種連携・ 多施設連携の推進のための地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機

能の強化等を図る 必要がある 。 その際には、 以下について留意さ れたい。  

① 早期診断・ 早期対応のための体制整備 

（ かかり つけ医、 歯科医師、 薬剤師及び看護師等の認知症値応力向上と 認知症サ

ポート 医養成）  
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認知症の症状や認知症の早期発見・ 早期対応、 軽度認知障害に関する 知識の

普及啓発を進め、 本人や家族等が小さ な異変を感じ たと き に速やかに適切な機

関に相談でき る よ う にする こ と 。  

（ 認知症初期集中支援チームの取組の推進）  

認知症初期集中支援チームの取組が円滑に行える よ う 、 医療関係団体と の調

整を図る 等、 市町村の支援を行う こ と 。  

（ 認知症疾患医療センタ ーの整備）  

都道府県は、 二次医療圏ごと に地域の医療計画と の整合性を図り 、 認知症疾

患医療センタ ーを計画的に整備する こ と 。 ま た、 基幹型、 地域型、 連携型の類

型毎の認知症疾患医療センタ ーの役割を踏ま えた上で、 相談及び診断後支援等

の体制を含めた事業内容の充実を 図る と も に、 さ ら に事業の評価を実施し て事

業の質の向上・ 維持を図っていく こ と 。  

認知症疾患医療センタ ーは、 地域の認知症に関する 医療提供体制の中核と し

て、 かかり つけ医や地域包括支援セン タ ー等の関係機関と 連携し 、 地域の介

護・ 医療資源等を有効に活用する ためのネッ ト ワ ーク づく り を進める と と も に、

認知症の速やかな鑑別診断、 診断後の本人・ 家族等のフォ ロ ー、 連携病院での

対応を含めた症状増悪期への対応、 BPSD や身体合併症に対する 急性期医療、

BPSD・ せん妄予防等のための継続し た医療・ ケア体制の整備など を行う こ と 。  

② 医療従事者等の認知症対応力向上の促進 

     認知症の疑いがある 人への早期の気づき 、 BPSDへの対応等、 さ ら に本人の意

思を尊重する ために、 意思決定支援ガイ ド ラ イ ンを活用し た認知症の適切な対

応力の向上を図る 必要があり 、 認知症の早期発見・ 早期対応、 医療の提供など

のための地域のネッ ト ワ ーク の中で重要な役割を担う 、 かかり つけ医、 歯科医

師、 薬剤師、 看護師等に対する 認知症対応力向上研修、 かかり つけ医を適切に

支援する 認知症サポート 医養成のための養成研修をさ ら に行う こ と 。  

 BPSDや身体合併症対応など を行う 医療機関では、 身体合併症への早期対応と

認知症への適切な対応のバラ ンス のと れた対応が求めら れている 。 そのため、

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修、 看護職員認知症対応力向上

研修、 病院勤務以外（ 診療所、 訪問看護ス テーショ ン、 介護事業所等） の看護

師等認知症対応力向上研修を関係団体の協力を得ながら 実施し 、 認知症の人に

関わる 医療従事者の認知症の疑いがある 人への早期の気づき 、 BPSDへの対応等、

さ ら に認知症の適切な対応力の向上を図る 必要がある 。  

③ 医療・ 介護等の有機的な連携の推進によ る 適切な治療等の提供や在宅復帰の

ための支援体制の整備 

認知症の人に BPSD や身体合併症等が見ら れた場合にも 、 医療機関等で適切

な治療やリ ハビリ テーショ ンを実施さ れる と と も に、 退院後も 認知症の人のそ

のと き の容態にも っと も ふさ わし い場所で適切なサービス が提供さ れる 循環型

の仕組みを構築する こ と 。 さ ら に早期退院を阻害する 要因を検討し た上で、 円

滑な退院や在宅復帰のための支援体制を整備する こ と 。  

（ 認知症地域支援推進員の取組の推進）  

認知症地域支援推進員が行う 医療・ 介護等のネッ ト ワ ーク の構築等の取組が

円滑に進むよ う 、 医療関係団体と の調整を図る 等、 市町村の支援を行う こ と 。  

（ 認知症ケアパス の活用）  
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地域で作成し た認知症ケアパス について、 認知症の人やその家族等、 医療・

介護関係者等の間で共有さ れ、 サービスが切れ目なく 提供さ れる よ う 、 その活

用を推進する こ と 。  

（ 若年性認知症の人やその家族等の支援）  

若年性認知症の人が、 発症初期の段階から 、 その症状・ 社会的立場や生活環

境などの特徴を踏ま え、 認知機能が低下し てき ても でき る こ と を可能な限り 続

けながら 適切な支援を受けら れる よ う 、 認知症疾患医療センタ ー等の専門医療

機関と 若年性認知症支援コ ーディ ネータ ーと の連携等、 若年性認知症の人やそ

の家族等を支援する 関係者のネッ ト ワ ーク の構築を推進し 、 若年性認知症の人

の就労・ 社会参加を進める こ と 。  

 

( 4)  児童・ 思春期精神疾患及び発達障害 

（ 患者動態）  

令和２ 年に医療機関を継続的に受療し ている 20 歳未満の精神疾患を有する 総

患者数は約 60 万人である 1。  

ま た、 令和２ 年に医療機関を継続的に受療し ている 発達障害者支援法（ 平成 16

年法律第 167 号） に規定する 発達障害（ F80-F89, F90-F98） の総患者数は約 59 万

人 1 である 。  

（ 政策動向）  

厚生労働省は、 平成 13 年度よ り 、 児童思春期の心の問題に関する 専門家を養

成する ために、 医師、 看護師、 保健師、 精神保健福祉士、 公認心理師等を対象に

「 思春期精神保健研修」 を行っている 。 ま た、 平成 24 年度よ り 、 様々な子ども

の心の問題、 被虐待児の心のケアや発達障害に対応する ため、 子ども の心の診療

ネッ ト ワ ーク 事業を実施し ており 、 令和３ 年３ 月末時点で、 21 自治体で実施さ れ

ている 。  

ま た、 平成 17 年４ 月の発達障害者支援法施行によ り 、 国立精神・ 神経医療研

究センタ ーにおいて、 都道府県・ 政令指定都市の発達障害診療の指導的役割を担

う 者に対する 研修を実施し ている 。 平成 28 年８ 月の改正発達障害者支援法施行

によ り 、 都道府県・ 政令指定都市が発達障害者の支援（ 診療等を含む。 ） に関す

る 情報の共有や緊密な連携、 体制の整備等について検討する 発達障害者支援地域

協議会の設置が位置付けら れた。 平成 29 年１ 月の総務省によ る 「 発達障害者支

援に関する 行政評価・ 監視」 では、 厚生労働省に対し て、 発達障害者の専門的医

療機関の確保と 公表を積極的に進める こ と を勧告し ている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 ｢児童・ 思春期精神科入院医療管理料｣を算定し た

医療機関、 20歳未満の精神疾患を有する 患者への入院・ 外来診療を行っている 医

療機関等の児童・ 思春期精神疾患に対応でき る 医療機関や、 発達障害に対応でき

る 医療機関を明確にする 必要がある 。 ま た、 児童・ 思春期精神疾患や発達障害に

対応でき る 専門職の養成や多職種連携・ 多施設連携の推進のため、 地域連携拠点

機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る 必要がある 。 こ の際、 「 思春期精神

保健研修」 や「 かかり つけ医等発達障害対応力向上研修」 を活用する こ と 。  

なお、 都道府県で児童・ 思春期精神疾患及び発達障害について検討する に当た

っては、 別表５ に示す指標例に関連し て、 「 児童・ 思春期精神科入院医療管理料

を算定し た医療機関数」 、 「 20歳未満の精神疾患を入院診療し ている 精神病床を

持つ病院数」 、 「 20歳未満の精神疾患を外来診療し ている 医療機関数」 、 「 知的
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障害を入院診療し ている 精神病床を持つ病院数」 、 「 知的障害を外来診療し てい

る 医療機関数」 、 「 発達障害を入院診療し ている 精神病床を持つ病院数」 、 「 発

達障害を外来診療し ている 医療機関数」 、 「 児童・ 思春期精神科入院医療管理料

を算定し た患者数」 、 「 20歳未満の精神疾患の精神病床での入院患者数」 、 「 20

歳未満の精神疾患外来患者数」 、 「 知的障害の精神病床での入院患者数」 、 「 知

的障害外来患者数」 、 「 発達障害の精神病床での入院患者数」 及び「 発達障害外

来患者数」 について現状を把握し た上で課題を検討し 、 目標を設定する こ と が望

ま し い。  

 

( 5)  依存症 

① アルコ ール依存症 

（ 患者動態）  

令和２ 年に医療機関を継続的に受療し ている アルコ ール依存症の総患者数は

約５ 万人である 1。  

（ 政策動向）  

平成 26 年６ 月１ 日に施行さ れたアルコ ール健康障害対策基本法（ 平成 25 年

法律第 109 号） に基づき 、 令和３ 年３ 月 26 日にアルコ ール健康障害対策推進

基本計画（ 第２ 期（ 令和３ 年度から 令和７ 年度ま で）） が閣議決定さ れた。 本

計画で取り 組む施策と し て、 都道府県等において、 アルコ ール健康障害に対応

でき る 専門医療機関の質的・ 量的拡充に向けて、 取組を進める と 明記さ れてい

る 。  

厚生労働省は、 平成 29 年度よ り 国立病院機構久里浜医療センタ ーを全国拠

点機関と し て指定し 、 地域において依存症の治療に当たる 医療従事者や相談対

応に当たる 職員等を対象と し た研修や、 依存症に関する 情報発信等を行う 「 依

存症対策全国拠点機関設置運営事業」 を実施し ている 。 ま た、 都道府県・ 政令

指定都市等の自治体が、 依存症専門医療機関や依存症治療拠点機関等の選定の

ための体制構築等を行う 「 依存症対策地域支援事業」 を実施し ている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 アルコ ール依存症に対応でき る 医療機関を明確

にする 必要がある 。 ま た、 アルコ ール依存症に対応でき る 専門職の養成や多職

種連携・ 多施設連携の推進のため、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機

能の強化を図る 必要がある 。 こ の際、「 アルコ ール健康障害対策推進基本計画」

を 踏ま え、「 依存症対策地域支援事業」 の依存症専門医療機関や依存症治療拠

点機関を活用する こ と 。  

なお、 都道府県でアルコ ール依存症について検討する に当たっては、 別表５

に示す指標例に関連し て、「 依存症専門医療等機関（ 依存症専門医療機関、 依

存症治療拠点機関） 数」、「 依存症入院医療管理加算（ アルコ ール依存症） を算

定し た精神病床を持つ病院数」、「 依存症集団療法（ アルコ ール依存症） を外来

で算定し た医療機関数」、「 アルコ ール依存症を入院診療し ている 精神病床を持

つ病院数」、「 アルコ ール依存症を外来診療し ている 医療機関数」、「 依存症入院

医療管理加算（ アルコ ール依存症） を算定し た患者数」、「 依存症集団療法（ ア

ルコ ール依存症） を外来で実施し た患者数」、「 アルコ ール依存症の精神病床で

の入院患者数」、「 アルコ ール依存症外来患者数」 及び「 依存症専門医療機関の

う ち依存症治療拠点機関における 紹介患者数及び逆紹介患者数」 について現状

を把握し た上で課題を検討し 、 目標を設定する こ と が望ま し い。  
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